
【広島市作成】介護報酬の算定等に係るＱ＆Ａ（事業者向け）

（最終更新日　平成31年3月6日）
掲載
No.

サービス種別
基準
区分

項目 質問 回答 掲載日

1 01居宅介護支援 3運営 一連の業務
サービス事業所が新規に加算を算定し
ようとする際や加算の区分を変更する
際に、一連の業務は必要となるか。

利用者の状態の変化等に伴い、新規に加算を算定
する、又は加算の区分を変更する際には一連の業
務が必要となる。利用者の状態の変化等が伴わな
い場合には、一連の業務を省略できる場合もある。
なお、上記に関わらず、加算によってはサービス担
当者会議において検討することが要件となっている
ものがあるため留意すること。

H31.3.6

2 01居宅介護支援 3運営
末期の悪性腫瘍の
利用者に対するケア
マネジメント

末期の悪性腫瘍の利用者に対するケ
アマネジメントの簡略化について、どこ
まで簡略化してもよいのか。また、簡略
化する際には、ターミナルケアマネジメ
ント加算の算定が必須となるか。

サービス担当者会議を簡略化し、照会等により意見
を求めることができるものとされた。ただし、解釈通
知において詳細な要件等が示されているため参照
の上で対応すること。なお、ターミナルケアマネジメン
ト加算の算定は要件となっていない。

H31.3.6

3 01居宅介護支援 3運営
内容及び手続きの説
明及び同意

居宅介護支援の提供の開始に際し、あ
らかじめ、利用者又はその家族に対
し、利用者について、病院又は診療所
に入院する必要が生じた場合には、当
該利用者に係る介護支援専門員の氏
名及び連絡先を病院又は診療所に伝
えるよう求めなければならないとされた
が、契約書に記載する等、書面が必要
となるか。

必須ではないが、実効性の担保等から、書面で説明
を行うことが望ましいと考える。

H31.3.6

4 01居宅介護支援 3運営

主治の医師若しくは
歯科医師又は薬剤
師への情報提供に
ついて

必要と認めるときは利用者の心身又は
生活の状況に係る情報のうち必要と認
めるものを、利用者の同意を得て主治
の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に
提供するものとされたが、この情報提
供は文書による必要があるか。

文書である必要はないが、利用者の同意を得たこ
と、情報提供した内容・方法・日時・相手等を記録し
ておく必要がある。

H31.3.6

5 01居宅介護支援 4報酬
ターミナルケアマネ
ジメント加算

死亡日及び死亡日前14日以内に2日以
上の在宅訪問とは、死亡日にも訪問が
必要か。死亡日であれば死亡後の時
間帯でもいいのか。4/20死亡日を例に
確認したい。

死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上の訪問が
必要。死亡日当日であっても死亡後の訪問は加算
の主旨からも不可。4/20が死亡日であれば、4/6〜
4/20までの15日間に2日以上の訪問が必要となる。

H31.3.6

6 01居宅介護支援 4報酬
ターミナルケアマネ
ジメント加算

主治医、各サービス事業所への情報提
供の方法を具体的に教えて欲しい。看
取り期に入ると、ほぼ毎日訪問してお
り、その中で、主治医、訪問看護やヘ
ルパーと状態変化について、その都度
情報共有しているが、どのような記録
の保管が必要となるか。支援経過の記
録を会議録に落とし込んだものを保管
することでいいのか。または、その都度
ケアプランを作成し、主治医、事業所に
家族が押印したプランを交付すること
が必要か。

具体的な情報提供の方法は示されていないため、書
面だけでなく口頭でも問題ないと考えるが、情報提
供の内容等を支援経過等に記録しておく必要があ
る。情報共有のたびにプランを作り直すといった作業
は不要と考える。

H31.3.6

7 01居宅介護支援 4報酬 特定事業所加算

特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）において、
他の法人が運営する指定居宅介護支
援事業者と共同で事例検討会、研修会
等を実施することが要件とされ、平成30
年度については、事例検討会等の概略
や開催時期等を記載した簡略的な計画
を同年度4月末日までに定めることと
し、共同で実施する他事業所等まで記
載した最終的な計画を9月末日までに
定めることとされているが、当該計画を
広島市に提出する必要があるか。

従来から当該加算を算定している事業所において
は、当該計画を本市に提出する必要はない。ただ
し、新たに当該加算を算定する場合や、加算の区分
を変更する場合には、体制届を提出する際に添付資
料として当該計画の提出が必要となる。

H31.3.6

8 01居宅介護支援 4報酬 特定事業所加算

特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）において、
地域包括支援センター等が実施する事
例検討会等に参加すること及び他の法
人が運営する指定居宅介護支援事業
者と共同で事例検討会、研修会等を実
施することが要件となっているが、これ
らの検討会等について、必須の回数や
頻度は決まっているか。共同する居宅
介護支援時業者について必須の数は
決まっているか。残しておく資料はどの
ようなものが必要か。

回数等の規定はないが、当該加算の趣旨を理解し
た上で、適切な回数を実施すること。
共同する居宅介護支援事業者の数等についても規
定はないため、最低2法人の共同となる。
残しておく資料としては、議事録、参加者一覧、当日
配布された資料等が想定される。

H31.3.6

9 01居宅介護支援 4報酬 特定事業所加算

特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）において、
他の法人が運営する指定居宅介護事
業者と共同で事例検討会、研修会等を
実施することが要件となっているが、こ
の他の法人が運営する指定居宅介護
支援事業者が特定事業所加算を算定
していても要件を満たすか。

満たす。 H31.3.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資　　料　　２

平成30年報酬改定以降作成分
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10 01居宅介護支援 4報酬 特定事業所加算

特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）において、
地域包括支援センター等が実施する事
例検討会等に参加すること及び他の法
人が運営する指定居宅介護支援事業
者と共同で事例検討会、研修会等を実
施することが要件となっているが、これ
らの検討会等について、要件を満たす
のであれば一つの検討会等でよいの
か。

要件において、別に定められている趣旨からいえ
ば、この二つの検討会等は別のものとして取り扱う
べきと考える。

H31.3.6

11 01居宅介護支援 4報酬 運営基準減算

指定居宅介護支援の提供の開始に際
し、あらかじめ利用者に対して、
・利用者は複数の指定居宅サービス事
業者等を紹介するよう求めることができ
ること
・利用者は居宅サービス計画に位置付
けた指定居宅サービス事業者等の選
定の理由を求めることができること
について文書を交付して説明を行って
いない場合には、減算が必要となった
が、この文書というのは契約書というこ
とか。そうであった場合、既存の利用者
については契約書を取り直す必要があ
るということか。
また、当該内容を運営規程へ記載する
ことは必要か。

交付する文書については契約書に限られず、重要事
項説明書や別紙などを用いて説明する形でも差し支
えない。ただし、利用者に説明した内容及び時期が
分かるものとし、説明を受けた内容を理解したことに
ついて利用者から署名を得ること。
運営規程への記載は必須ではない。

H31.3.6

12 04訪問看護 3運営
訪問看護計画書の
作成について

訪問看護ST.の理学療法士等が行って
いる訪問看護で作成する訪問看護計
画書については、看護師と理学療法士
等とで別々に作成しなければならない
のか。

平成30年3月23日付けのQA問19にあるように、「当
該訪問看護ステーションの看護職員と理学療法士等
が利用者等の情報を共有した上で作成すること」と
あることから、別々に作成する必要はない。

H31.3.6

13 04訪問看護 4報酬

居宅サービス計画上
理学療法士等の訪
問が予定されている
場合に看護師により
訪問看護が行われ
た場合の取扱い

居宅サービス計画上理学療法士等の
訪問が予定されている場合に看護師に
より訪問看護が行われた場合の取扱
いは。

理学療法士等の場合の所定単位数を算定する。 H31.3.6

14 04訪問看護 4報酬
理学療法士等の訪
問について

二つの訪問看護事業所が理学療法士
等の訪問を実施している場合、どちら
か一つの事業所の看護職員が定期的
に訪問し、もう一つの事業所は、当該
訪問の内容について情報提供を受ける
ことで、看護職員の定期的な訪問と替
えてよいか。

不可。それぞれの事業所において看護職員（准看護
師を除く。）が定期的な訪問を行う必要がある。

H31.3.6

15
07通所介護（地域密着
型通所介護を含む）

4報酬 ADL維持等加算

Barthel Indexの評価は1月から12月の
間で初回と6ヶ月目に行えばよいのか。
利用者によって評価月が変動してもよ
いのか。

Barthel Indexを用いたADLの評価は、評価対象利用
開始月と、当該月から起算して6月目に実施する。評
価を行う月は、利用者ごとに異なっていても問題な
い。

H31.3.6

16 12福祉用具貸与 3運営 選定提案書について

福祉用具サービス計画の更新に当た
り、貸与品目に変更が無いと考えられ
る場合であっても、選定提案書の添付
は必要なのか。

福祉用具の性能等は日進月歩しており、常に最新の
情報を利用者へ提供するという制度改正の趣旨か
ら、計画更新の場合であっても添付する必要があ
る。

H31.3.6

17
17認知症対応型共同
生活介護

4報酬
生活機能向上連携
加算

リハビリテーションを実施している医療
提供施設に、訪問看護ステーションは
含まれるのか。

訪問看護ステーションは含まれない。なお、同名の
加算が存在する（地域密着型）通所介護においても
同じ。

H31.3.6

18
17認知症対応型共同
生活介護

4報酬 初期加算
利用者の入院期間中において、入院時
の費用の算定を行っている場合に、初
期加算を算定することが可能か。

利用者の入院中に初期加算を算定することはできな
い。

H31.3.6

19
17認知症対応型共同
生活介護

4報酬
入院時の費用の算
定

入院時の費用の算定について、どのよ
うな書類を残しておく必要があるか。

利用者の入退院日が分かる資料、利用者が3ヶ月以
内に退院することが見込まれることが分かる資料、
必要に応じて提供した適切な便宜の内容が分かる
記録等が想定される。
なお、当該費用の算定においては、利用者の入退院
日が分かる資料等、病院や医師の判断等が必要な
資料について、診断書等である必要はなく、病院や
医師から聞き取った内容を記録に残しておくことで足
りる。

H31.3.6
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20
17認知症対応型共同
生活介護

4報酬
入院時の費用の算
定

入院時の費用の算定について、入院中
の月に行えるのか。それとも退院後の
算定となるのか。

算定に当たって、利用者の退院を待つ必要はない。 H31.3.6

21
17認知症対応型共同
生活介護

4報酬
入院時の費用の算
定

入院時の費用の算定について、入院中
の家賃を徴収している場合は算定がで
きないのか。

算定可。利用者が入院中であることが要件であるた
め、家賃の徴収の有無は算定には影響しない。

H31.3.6

22
17認知症対応型共同
生活介護

4報酬
入院時の費用の算
定

利用者の入院中に居室を短期利用認
知症対応型共同生活介護等に活用し
た場合、入院時の費用は全く算定でき
ないのか。活用している以外の日につ
いては算定できるのか。

短期利用認知症対応型共同生活介護等に活用して
いる以外の日については算定できる。

H31.3.6

23
17認知症対応型共同
生活介護

4報酬
初期加算
入院時費用
同一日算定

(初期加算)
「再入居」とは契約を再度行うということ
か？
(入院時費用)
「3月以内に退院することが明らかに見
込まれる」とは生活相談員等との連携
により判断してもよいか？また、記録は
どのように残すのか？
また、3月以内に退院しなかった場合や
死亡した場合、算定していた場合返還
しなければならないのか？
(同一日の算定)
介護保険利用の療養病床より午前中
に退院し、午後よりGHに入所した場
合、基本報酬は算定できるか？

(初期加算)契約を再度行う必要はない。
(入院時費用)3月以内の入院見込みについては入院
先の医師等に確認し記録として残しておくこと。生活
相談員のみの判断では不十分と思われる。
3月以内と見込まれた入院期間が4月になった、3月
以内に死亡したといった場合においても算定は可能
である。ただし、3月以上の入院が見込まれると思わ
れる事例において算定することはできない。
(同一日の算定)
入所した日の基本報酬は算定できる。

H31.3.6

24 20介護老人保健施設 4報酬
在宅復帰・在宅療養
支援機能指標

・入所して３ヶ月を過ぎた利用者の場合
在宅復帰・在宅療養支援機能に対する
評価「充実したリハ：少なくとも週３回程
度以上のリハビリテーションを実施して
いること」とありますが、週３回以上のリ
ハビリテーションはすべて個別対応で
すか？集団対応を含めてもよいので
しょうか？週３回は週１回を集団、週２
回を個別でもよいのでしょうか？

当該規定におけるリハビリテーションは個別リハビリ
テーションである必要がある。

H31.3.6

25 20介護老人保健施設 4報酬
在宅復帰・在宅療養
支援機能に対する評
価

介護保健施設サービスの施設基準に
おいて、入所者の居宅への退所時に、
当該入所者及びその家族等に対して、
退所後の療養上の指導を行っているこ
と及び当該施設から退所した者の退所
後30日以内に、当該施設の従業者が
当該退所者の居宅を訪問し、又は指定
居宅介護支援事業者から情報提供を
受けることにより、当該退所者の居宅
に置ける生活が継続する見込みである
ことを確認し、記録していることが要件
となったが、これは退所者がいない場
合にはこの要件を満たさないということ
か。

当該2つの要件については、退所者がいた場合に満
たしていればよい。

H31.3.6

26 20介護老人保健施設 4報酬
褥瘡マネジメント加
算

月末ギリギリで入所されアセスメントま
では出来たがプランの同意が月をまた
いでしまった場合、入所した月に算定で
きるか。

不可。褥瘡ケア計画に同意を得なければ計画が作
成されているとはみなせず、要件を満たさないため。

H31.3.6

27
30通所・居住系サービ
ス

4報酬
栄養スクリーニング
加算

当該加算の算定に当たっては、利用者
の栄養状態に関する情報を当該利用
者を担当する介護支援専門員又は計
画作成担当者に提供する必要がある
が、この情報提供は文書による必要が
あるか。文書の場合は様式等があるの
か。

加算の趣旨から考えると、文書による情報提供を行
う必要がある。様式等は定められていないが、必要
な情報が記載されていれば形式等は問わない。

H31.3.6
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